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経歴　分　野 勲1等 勲2等 勲3等
A　国会議員・知事等 12 10 20
B1判事・検事 3 24 43　B
ｯ　僚 B2行政官等 1 9 80
C1国立 2 30 142　C
ｳ授等 C2私立 0 2 21
D　財　　　界　　　人 2 9 30
E　そ　　　の　　　他 0 0 7
合　　　　計　（人） 20 84 343
（注）Aは選挙で選ばれたもので、市長は入るが副知事などは行政
　　官B，に分類。国立研究所の研究者はC、に分類。その他は詩
　　人・声楽家など。
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体質からの脱却がいわれながら、実態は極めて官
僚主導となっているかが分かる。時代錯誤と思え
るような制度が、日本では当然のように生き残っ
ている。
　日本の経済社会を本当の意味で支えているのは
民であり、その多くは第皿領域に存在する中小零
細企業で働く人々に負っている。飯田経夫氏が
常々強調するように、真に日本を支えているの
は、いわゆる「偉い人」ではなく、むしろ「ビラ
の人たち」である13）。この人々のモラールの高さ
と健全な倫理観があれぽこそ、経済社会の活力と
健全性が維持されている。したがって、この人々
に光を与える政策こそ重要である。
　最近における官界・財界などのエリート層の不
祥事を目の当たりにするとき、トーマス寿子氏も
いうように、日本ではノブリス・オブリージとい
う考え方はないのかもしれない14｝。もしそうであ
れば、叙勲制度は、税金の無駄遣いであるばかり
でなく、健全な社会の維持に無用であるから、こ
の制度は、即刻廃止すべきである。
　さらに、ベンチャー精神の関連でいうなら、政
府は経済の活性化のために、ベンチャー企業の育
成を強調し、様々な政策を企画・実施している。
しかし、その一方で上述したような官主導の格付
けをし、ベンチャー・ビジネスと最も遠い位置に
ある人々一政治家・官僚・大企業経営者・大学
教授など一を高く叙勲しているのである。こん
なことで、本当にわが国にベンチャー精神が育
ち、アメリカのように有能な人材が集まるであろ
うか。ベンチャー企業が経済の牽引車となること
が期待できるであろうか。
　日本は表面的政策ではベンチャー企業の育成を
唱えながら、その一方で正反対のような制度を残
し、なかなか改革しようとしない。ビラの人々の
モラールと倫理の退廃が起こったとき、日本の経
済的活力はいずれ失われ、少子・高齢化と相侯っ
て、21世紀の早い時期に経済大国の地位から転落
するに相違ない。
結び一制度改革の重要性
　本稿において、個人の格は組織（会社）の格と
組織内の格の二つのベクトル和として規定される
ことを強調し、さらに、そのベクトルの組み合せ
によって「同格領域」なるものの設定ができるこ
とを示唆した。
　この中で格の高い人々の大部分は、国家機関や
地方自治体などの公的機関、銀行・JR・NTT
・電力事業・病院・大学などの規制・保護産業、
自動車・電機などの独占・寡占企業に属すること
を示した。逆に、格の低い人々の多くは、中小零
細企業に属している。
　格の高い人々は、ローリスク・ハイリターンの
恵まれたところに、格の低い人々はハイリスク・
ローリターンの恵まれないところにある。そし
て、大半の人達が、非自発的に恵まれない職場で
働いている。
　問題は、近年崩れつつあるとはいえ、終身雇用
・年功序列的慣行が強い日本にあって、格の固定
化が維持されることである。確かに、日本的雇用
慣行は、経済社会の安定化につながっている。し
かし見方を変えれば、運よく官庁や大企業のよう
な格の高い組織に就職できた人は、ずっとハッ
ピーであり続け、運悪く格の低い会社などに就職
した人は、一生浮かばれない羽目になる。運・不
運が固定化されている日本のシステムは、本当に
優れているであろうか。
　このようなことを言うと、格の高い官庁や企業
に入り、高い所得と雇用安定を得ているのは、運
ではなく実力で勝ち取ったと言う人も多いであろ
う。確かにそういう面はある。しかし、すべてで
はない15）。運悪く、大不況に遭遇し、先輩が入れ
た大企業や官公庁に入れなかった大学生も多くい
る。人生は、個人の実力や努力ではどうしようも
ない運・不運に左右されることがある。官公庁や
大企業のような安定的な職を得た人は、中小零細
企業などの人に比較すれば、明らかに恵まれてい
る。
　組織が中心で非流動的労働市場の下では、どの
組織に入っているか、またその組織が永続的に繁
栄するかが、個人の人生や格に決定的な影響を及
ぼす。と言うことは、日本のサラリーマンは、敗
者復活戦への道が極めて狭く、失敗が許されない
世界にいることになる。当然の帰結として、失敗
に対して臆病になり、起業家精神は育たない風土
が出来上がる。
　中谷氏も強調するように、労働の流動化が小さ
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い日本では、転職のリスクが大きすぎて、やり直
しがきかない体質になっている。アメリカでは、
夢を現金化できる土壌がある。しかし、日本では
税制を始め規制も多く、夢を現金化することは難
しい。リスクに挑戦しても、失敗のペナルティば
かりきつくて、成功報酬はなかなか手に入らな
い16｝。
　現在の日本のシステムは、善きにつけ悪しきに
つけ、1940年代に生れ、60～70年代の高度経済成
長期で完成したものである。90年代以降のバブル
崩壊によって、そのシステムにひびが入ったとは
いえ、まだ壊れたわけではない。何よりも人々の
意識が基本的にはまだ旧態依然としている。銀行
や証券会社がダメなら公務員になろう、というよ
うな意識である。
　もし、旧来の日本のシステムや思想基盤一固
定的な労働市場や結果の平等主義など一がアメ
リカより劣るという認識であるならば、アメリカ
のような流動的な労働市場を目指して前進しなけ
ればならない。その場合、キーポイントになるも
のは制度・規制と税制の改革である。つまり、規
制を大幅に緩和し、税制をフラットにする。ま
た、官公庁や大企業のサラリーマンに有利な制度
（人事院勧告制度、年金制度、退職金などの優遇
税制など）を早急に是正し、ベンチャー精神の高
揚を図る。そのような改革をすれば、若者を中心
にチャレンジ精神が芽生えてくるに相違ない。し
かし、現在の日本の現状を見ると、それは言うに
易く行い難い道である。
　そうであるならば、アメリカのような流動的な
労働市場を目指すのではなく、現行の日本のシス
テムの長所を踏まえながら改革する道も視野にい
れるべきであろう。つまり、日本は日本のやり方
で行くしかない｝η。終身雇用や年功序列など日本
的経営の根幹を守りながら、「ハイリスク・ハイ
リターン」「ローリスク・ローリターン」の原則
にしたがって、日本の体質にあった経済社会の構
築を志向するのである。
　いずれにしても、軍に対するシビリアンコント
ロールと同様に、官に対する民のコントロールを
確立しながら、官公庁・保護産業・大企業が有利
になっている様々な制度や税制を改革し、中小零
細企業や自営業者の格を高め、それらの人々のヤ
ル気を起こさせるような政策の実行が不可避であ
る。また、ローリスクの公的部門を中心にワーク
シェアリングを行ない、賃金より雇用の拡大に重
点をおく政策が求められる。このような改革を放
棄するならば、個人の創造性や社会の活力は失わ
れ、早晩、日本経済は凋落の運命を辿ることにな
る。
　　　　　　　　　　　　（1999．6．30受理）
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